
（内訳）

予算編成区分見直しのイメージ

Ａ 義務的経費
（２，６００億円）

公債費
（１，０００億円）

人件費
（２，２００億円）

義務的経費
（４，８００億円）

その他（税交付金等）
（８００億円）

（現　行） （見直し案）

社会保障関係費（法的負担分）
（８００億円）

公債費
（１，０００億円）

その他（税交付金等）
（８００億円）

社会保障関係費（法的負担分）
（８００億円）

Ｂ 公共事業費
（４００億円）

一般公共
（２５０億円）

運営費
（３００億円）

国直轄
（１００億円）

災害復旧

参 考 資 料

（３００億円）

Ｅ 単県行政施策費
（７００億円）

一般施策等
（４５０億円）

公共事業等
（２５０億円）

（５０億円）

Ｃ 国庫補助事業費
（３００億円）

Ｄ

事業費
（７００億円）

一般行政経費
（１，０００億円）

※　金額は平成２４年度当初予算をベースにした大まかなもの

基準行政運営費
（２，５００億円）

人件費
（２，２００億円）

災害復旧事業費
（５０億円）

運営費
（３００億円）

公共事業等費
（５５０億円）

投資的経費
（７００億円）

国直轄事業負担金
（１００億円）


